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法定受託事務の有無 予算区分（款 － 項 － 目）

その他（関係計画、要綱等） 長久手市耐震改修促進計画 7-5-1 建築開発総務費

事業開始の背景、経緯等
阪神・淡路大震災等の大震災で従来の被害想定を超えた被害に、これまでの地震対策のあり方に多くの課題を残すこことな
り、平成19年度に住宅や建築物の耐震化を図るために「長久手市耐震改修促進計画」を策定した。

（両者と協働不可の場合はその理由）

①事業内容
（どんな活動を行うのか）

②アウトプット【活動指標】
（活動の結果、どうなるのか）

③中間アウトカム【成果指標】
（対象はどうなるのか）

④最終アウトカム
（市としてどうなるのか）

昭和５６年以前の木造住宅及び非木
造住宅の所有者
道路等に面する高さ１ｍ以上のブロッ
ク塀等の所有者

安全安心なまちづくりの観点から住宅
に対する耐震意識を高め、地震によ
る建築物の被害、人命や財産の損失
の軽減を図ることを目的として、無料
耐震診断・耐震改修の補助等を行い
地震に強いまちづくりに貢献する。ま
た、ブロック塀等の撤去費の補助によ
る減災化を進める。

R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
(2019) (2020) (2021) (2022) (2023)

予算 24,691 17,739 13,320 13,315 13,369

決算 2,171 5,311 3,402 1,591 -

人件費(B) 千円 決算 7,907 7,765 7,863 7,940 -

総コスト(C)＝(A＋B) 千円 決算 10,078 13,076 11,265 9,531 -

事業対象の数(D)
（R5年度は想定数）

件 8 8 8 9 9

対象あたりコスト（C/D)の
過去３年平均値

千円 1,727 1,370 1,408 1,059

中間アウトカム【成果指標】の数値設定
（事業の意図を反映する指標）

通行障害既存耐震不適格建築物の除却又は
改修率（累計）(全54件を母数とし、全体
の目標値とする)

％ 3.7 12.7 22.2

（指標の設定根拠） （数値目標の根拠：調査名、調査年など出典）

地震によって倒壊した場合においてその敷地に接する道路の通行を妨げ、多数の者
の円滑な避難を困難とするおそれがあるものに対象を絞るため

第3次長久手市耐震改修促進計画(令和3年3月改定)により判明した
通行障害既存耐震不適格建築物の棟数

木造住宅耐震改修等について、耐震化（減災化）を促進するために、平成30年度は住宅の除却費補助・ブロック塀等の除却
費補助創設、令和元年度は代理受領制度の開始、令和４年度は段階的耐震改修の開始により、耐震化の選択肢を増やし、
所有者の金銭的負担を少なくすることで実績を増やす工夫をしている。令和5年度はブロック塀の補助額の算出方法を見直
し補助金額が少なく踏みとどまる所有者向けに、補助金額を見直し危険なブロック塀の撤去の促進をはかる。

（活動のエピソード、コメント、特記事項など）

市ＨＰ・市広報での事業掲載、ダイレクトメールの発送、戸別訪問、防災イベント(地震対策器具展示会)での周知及び耐震相
談会を行い、事業の周知を積極的に行っている。また、ブロック塀の撤去費補助金については補助額の算出方法を見直し
た。

（改善が必要なこと、改善の方法など）

補助制度及び住宅等の耐震化の意識啓発方法について工夫をこらす必要がある。

（事業の成果を高めるための事業の方向性）

R５年度は、耐震診断済みで耐震対策の未実施の所有者に再診断、耐震改修及び除却等の補助制度について周知・啓発する。

市民・民間事業者との
連携協働の可能性

民間事業者とのみ協働可
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減災意識が高まり、費用負担
が軽減することで、住宅の耐
震対策の実施、ブロック塀等
の撤去が行われる。

建築物等の耐震化により、大
規模な地震が起こっても住宅
や建築物等が倒壊せずに人
命と生活を守ることができる。

通行障害既存不適格建築物
（大規模な地震が発生した場
合に、災害直後から避難・救
助をはじめ、物資供給の応急
活動のために緊急車両の通
行等交通の確保を図ることを
目的として設定される道路沿
いの既存不適格建築物）の耐
震化率の増加

項目 単位 区分

事業費(A) 千円

進
捗
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況

単位
【現状】

R４年度（2022）年実績
【目標①】

R9年度（2027）年実績
【目標②】

R14年度（2032）年実績

振
り
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り

事業開始からの経緯など

令和４年度の成果

改善ポイント

今
後

今後の
方向性
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【誰を対象に】

【目的】

【今後の目標】

事務事業① 住宅耐震事業

活動指標 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度

（事務事業の具体的な活動の指標） (2022) (2023) (2024) (2025) (2026)

見込 2 6 7 9 11

実績 4

見込 30 30 30 30 30

実績 28

見込 1 1 1 1 1

実績 1

＜備考：活動の概要（R４年度(2022)）＞

コスト投入 現状維持

事務事業② ブロック塀等耐震事業

活動指標 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度

（事務事業の具体的な活動の指標） (2022) (2023) (2024) (2025) (2026)

見込 18 18 21 24 26

実績 16

見込 38 32 31 30 29

実績 0

見込 1 1 1 1 1

実績 1

＜備考：活動の概要（R４年度(2022)）＞

コスト投入 現状維持

事務事業③

活動指標 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度

(2022) (2023) (2024) (2025) (2026)

実績

見込

実績

見込

実績

＜備考：活動の概要（R４年度(2022)）＞

コスト投入

単位 区分

(1)
通行障害既存耐震不適格建築物の

除却又は改修率（累計）
(全54件を母数とする)

％

(2)
【アクションプラン】

戸別訪問の実施件数(単年)
件

(3) 防災イベントでの周知(単年) 回

今後の方向性 改善・見直し
市ＨＰ・市広報に補助事業を掲載した。防災イベントとして住宅の耐震に関する展示会を開催した。
通行障害既存耐震不適格建築物に対して、全54件の内、30件の戸別訪問を計画し、28件訪問実施、2件除却されていること
を確認した。
木造住宅耐震改修等補助累計件数（木診断の耐震性有・改修・シェルター・除却）219件。

単位 区分

(1)
ブロック塀の除却率（累計）
(全体38箇所を母数とする)

％

(2)

【アクションプラン】
ブロック塀パトロール件数(単年)

(除却・改修済みのものを除いた数を
全数とする)

箇所

(3) 防災イベントでの周知(単年) 回

今後の方向性 改善・見直し

防災イベントにおいて、ブロック塀の撤去・改修を促すポスターの掲示や補助制度の周知による啓発活動を実施した。

区分

(1) 運営に携わる市民の人数 人

(2)
【アクションプラン（総合計画）の

指定の指標】

(3)

今後の方向性
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